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繰り返しせん断力による砂礫地盤の沈下特性を明らかにするために, 均等係数の異なる砂礫を文橡 に単純せん断試

験機を用いた同一拘束圧下での単調載荷試験および繰り返し載荷試験を行った. 単調載荷試験の結果から限界間隙比

に対応する相対密度は均等係数の増加とともにゆるやかに低下することが分かった. 繰 り返し載荷試験では, 砂礫が

繰り返しせん断力を受けた際の間隙比の変化は初期間隙比が限界間隙比より大きいか小さいかによって大きく異なり, 

初期間隙比が限界間隙比よりも小さければ繰り返しせん断力を受けても大きい沈下は起こりにくいこと, また間隙比

の変化分を初期間隙比に依存する成分と依存しない成分の二つに分けて考えることによりうまく説明できることなど

が分かった. これらの結果に基づき均等係数の異なる砂礫の繰り返しせん断による沈下量の評価式を導いた. 

Key Words: gravelly sand, volume change characteristics, monotonic loading, cyclic loading, critical void ratio, 

 simple shear test, relative density

1. はじめに

 密な礫質地盤は, 構造物の支持地盤として十分な耐力

があると考えられ, 近年では長大橋や高層ビルなどの基

礎として活用されている. また粗粒材料を用いた関西新

空港のような人工島やロックフィルダム, 高盛土などの

土構造物が施工され, さらに将来的には原子力発電施設

等の大型重要構造物の礫質地盤上への立地も検討されて

いる1). 

一般に締まった礫質土は地震時にも安定であり, 兵庫

県南部地震の際に緩い礫質地盤で起こったような液状化

は生じないと考えられる. それでも強地震動の繰り返し

せん断によって沈下が生じる可能性があるため沈下量の

評価をしておく必要がある. このためには, 排水せん断

条件での体積変化特性を把握することが基本となる. ま

た, 透水性が大きい場合や地下水面より浅い礫質土を対

象とした場合には, 排水せん断条件での体積変化特性を

直接用いることができる. 

 本研究では, 礫質土からなる構造物や礫質地盤が強地

震動を受けたときの体積変化特性に与える粒度分布など

の影響を調べ地震時沈下量の評価方法を提案するための

基礎的研究として, 単純せん断試験機を用いた単調載荷

表-1 試料物理特性

図-1 試料粒径加積曲線
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と繰り返し載荷の排水せん断試験を行った. そして, 砂

礫の単調載荷時および繰り返し載荷時の体積変化特性の

相互関係や粒度分布などの影響について検討した. 尚, 

現行のJGSOO51-2000「地盤材料の工学的分類方法」によ

れば砂礫とは, 礫分>砂分≧15%かつ細粒分<15%を満たす

ものであり, 今回用いた試料No. 1～3はいずれも砂礫に

は当てはまらないが, 砂礫地盤を対象とした本研究の目

的と今後の供試体サイズの再検討も含めた研究の継続性

を勘案し本論文中では試料を砂礫と呼んでいる. 

2. 試験試料と装置

(1)試料

 本研究では粒度分布の違いによる力学的特性を調べる

ことを大きなねらいとしているため試験試料として図-1

に粒径加積曲線を示すような人工配合した砂礫を用いた-

すなわち, 最小粒径を0075mと 一定とし, 最大粒径を

段階的に変化させた5種 類の試料No. 1～3を作成し使用

した. これは実際に工学で対象とする砂礫が, 相似粒度

で平均粒径だけが変化する場合よりも, 平均粒径が大き

くなるほど均等係数が大きくなるような特性を示す場合

が多いためである2). 表-1に各試料の物理特性を示す. 

(2)最大 最小裡渡試験

 異なった種類の砂礫の力学的性質を定量化する際, 相

対密度Drは 基本的な媒介変数としてよく用いられるが, 

現行試験方法(JISA1224)の 適用範囲は, 2mふ るいを通

過し, 75μmふるいに95%以上残留する砂に限られている. 

本研究で用いる試料には最大粒径26. 5mま での試料も含

まれていることから, 直径195m, 高さ200mの カラー付

きモール ドを用いた中央大学式最大 最小密度試験3)を

適用した. この試験に用いる装置の概要を図-2に示す. 

a)カラー付きモールド: 直径195m, 高さ200mの カラー

付きモールド

b)バイブレーター付きキャップ

バイブレーター: シンコウ社製 RV22D

重量 :231N(キ ャッフ込)

回転数 :1450rpm

振動数 :24.2Hz(=1450rpm/60s)

振動力 :686N(最 大加振力3430Nの20%に

設定)

c)大型ロート :金 属製

d)細粒土用の口金 :ロー トは出口径50mで あるが, 

 最小粒径4. 25m以 下の粒子を含

 む試料を用いるときに使用する. 

 最大密度試験は以下の手順で行った. 

礫質土を5層 に分けてモールドに詰め, 各層4分 ずっ

 バイブレーターで締め固める. 

5層加振終了後, 厚さ0. 495cmのアクリル板を試料上端

 部に載せ, ノギスを用いてカラーの上端部からの高さ

 を測定し, 試料の高さを求め体積を計算する. 

 また, 最小密度試験の手順は以下の通りである. 

大型ロートの8分 目ほどに試料を満たし, リフトを用

 いてロートをゆっくりと上昇させ, モールドに円錐状

 に堆積させる. 

最終的にはスプーンなどを用いてモール ド高さまで平

 らな表面に仕上げる. 

 いずれの試験でも試料は気乾状態とし, 試験後に重量

と含水比を測定して乾燥密度を計算した. 

(3)単純せん断試験機

 本研究では, 上部可動, 下面垂直圧載荷のSGI型 単純

せん断試験機を用いた. せん断応力の測定は, 水平荷重

載荷ロッドの先に取り付けられたセル内蔵型の水平ロー

ドセルにより計測する. 鉛直荷重は試験機下部より空圧

制御したベロフラムシリンダーから加え, 鉛直応力の測

定は鉛直ロードセルにより測定する. また, 水平, 鉛直

各方向にLVDT型 変位計を設置して変位量を測定する. 

 単調載荷試験と繰り返し載荷試験では水平応力載荷装

置が異なり, その都度交換する. 単調載荷ではモーター

を用い, その回転を試験機台に内蔵されている可変速度

式のギアにより調節し, ひずみ制御で載荷している. 一

方, 繰り返し載荷は, 空圧式ベロフラムシリンダーによ

る応力制御試験を行っている. 空圧制御にはEP変換機を

用い, 動ひずみアンプを介してフィードバックすること

で, 一定のせん断応力を発生するようにしている. 本試

験の供試体は, 直径100m, 高さ40mの 円形で, 供試体

図一2 中央大学式最大: 最小密度試験1装置

の カラー付きモール ド b)バ イブレーター付き
 キャップ

c)大 型 ロ ー ト

の 細粒土用 の口金
 (最大粒径く4. 25mm)

単位: mm
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周りの拘束リングには, 内径100m, 外径130m, 厚さ1m

で, 摩擦力を低減するためテフロンコーティングしたア

ルミ製円形拘束リングが使われている この拘束リング

により側方への体積変化は抑制されるため, 供試体の体

積変化は垂直方向のみに生じると考え, 垂直方向の変位

計により計測した. ペデスタルと上部載荷板のポーラス

ストーンにはせん断中に十分な摩擦力を得るため, 高さ

3m, 厚さ1m, ピッチ14mの 金属歯がせん断方向と直角

に植えられており, 供試体にせん断応力を伝達するよう

な仕組みになっている. 

3. 単調載荷単純せん断試験

 飽和砂礫の一方向へのせん断変形時における基本的な

ダイレイタンシー特性を把握するため, せん断ひずみ速

度を0. 625%/minにしたひずみ制御による単調載荷単純せ

ん断試験を実施した. 供試体作成にあたっては良配合試

料の分級を最小限に抑えるため, ウェットタンピング法

を採用し, 5層 に分けて作成した 供試体に脱気水を通す

ことにより飽和させた後, 有効鉛直応力98kPaで30分 間

圧密した その後98kPaの 有効鉛直応力の下で, 

0. 625%/minの速度で排水条件でのひずみ制御試験を行っ

た. 供試体のせん断変形に不均一性が目立ち始めるせん

断ひずみ35%に達した時点で載荷を終了した. 

 図-3は 相対密度Drの 異なる供試体のせん断ひずみの

増加に伴う体積ひずみの変化の様子である-こ こでは一

例として試料No. 1の結果を示している. この図より, せ

ん断初期にはどの供試体も体積収縮傾向を示すこと, そ

の後, 密な供試体は膨張へ転じ, 緩い供試体はそのまま

収縮を続けること, 膨張の度合いはDrの 大きいものほど

大きいことなどが確認できる 図一4は, 均等係数Ucの 異

なる5種 類の試料について, 相対密度DrをDr=40～49%

図-3 Drが 体積変化に与える影響 図-4 Ucが 体積変化に与える影響

図-5 応力比-せん断ひずみ関係

図-6 ダイレイタンシー特性図
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の範囲(中づめ)とした試験の結果を重ねたものである. 

試料No. 1か ら3までの供試体すべてについて, せん断初

期の収縮過程におけるせん断ひずみが2～3%ま での範囲

ではほぼ同量の沈下を見せるが, その後の膨張過程にお

ける体積ひずみの伸びにはUcに より違いが現れ, せん断

ひずみが大きくなるほどに大きな差が見られるようにな

る. すなわち, 試料No. 1から3ま でUcが 大きくなるに

つれて大きな膨張傾向を示すようになる. この要因とし

ては, Ucが 大きくなるにつれて最大間隙比e, 最小間

隙比eiが 小さくなるため同一のDrで 比較した場合, Uc

の大きな試料ほど間隙比eは 小さくなりせん断応力が加

えられたときに膨張しやすいためと考えられる すなわ

ち, せん断ひずみが2～3%以下においては粒度分布の差異

によらず, 相対密度で体積変化が決まるのに対し, それ

以上のひずみに対しては相対密度ではなく, 粒度分布の

違いを反映した絶対密度が支配的になることを示唆して

いる. これは原 國生3)が砂礫の非排水三軸試験により

見出した現象と一致するものである. 

 ところで, 本実験においては供試体高さ40mに 対して, 

試料N0. 2とNO. 3では最大粒径がそれぞれ9. 5～19. 0m

と19. 0～26. 5mと かなり大きくなっている. 勿論 均等

係数が大きい試料であるため, 上記の最大粒径の土粒子

は試料中に1個 含まれる程度であるが, それが実験結果

に影響を与えることが危惧された. しかし, 図-4におい

て少なくとも数パーセントのせん断ひずみに至るまでは

No. 2やNo. 3についても他の試料と同じ程度に体積の収

縮が起きていることが分かる. それ以上のせん断ひずみ

において体積ひずみに大きな差が開く理由は粒度分布の

違いによる本来のダイレイタンシー効果によるものであ

ると解釈できる. したがって, 最大粒径の大きなNo. 2

やNo. 3の実験結果についてもある程度の信頼性があるも

のと考えられる. 

 図-5, 図-6に各供試体の応カ-ひずみ関係とダイレイタ

図-7 単調載荷時の間隙比の推移

図-8 限界間隙比に対応する相対密度
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ンシー特性を示す. 図一6において, ひずみ増分比が最小

値に達した後の膨張過程では収縮過程と異なる経路とな

った(図中の2本 の直線で示す). 

 図一7は各供試体のせん断による体積変化を間隙比の推

移として表したものである ここでは一例として試料

No. 1の結果を示す. 図中の上下2本 の破線はこの試料の

とる最大・最小間隙比を示している. せん断ひずみが35%

に達した時点では, 密な供試体から緩い供試体まで全体

としてある幅を持った初期間隙比に依存した値に収束し

ている

 ここで, せん断を受けても試料の間隙比がせん断前の

間隙比と等しい場合, その間隙比は限界間隙比eと 呼ば

れる. しかし実際には図一7のように, 間隙比は多くの場

合, せん断ひずみの進行に伴い変化する. そこで本論文中

では, せん断ひずみが十分進行し一定値に達した間隙比

が初期間隙比と等しい場合, その間隙比を限界間隙比ec, 

と呼ぶこととする. 5種類の試料についての図-7の よう

なグラフから試験開始時の間隙比と試験終了後(せん断

ひずみ35%到達時)の間隙比の差を計算し, 試験前後での

間隙比の変化分⊿eと試験開始時のDrの 関係を示したの

が図一8(a)～(e)である. データのバラツキは大きいが, 

各試料ともに⊿e～Dr関係を直線で近似することが可能

であろう. この場合, 図中のプロット点から引いた回帰

直線が縦軸のゼロを通過するときの横軸の値が, 限界間

隙比eに 相当する相対密度Drを 表していると考える

ことができる. 

 このような整理を試料No. 1か ら試料No. 3までの5種

類の試料について行い, その結果得られたeお よびDr

をUcに対しプロットしたものが図-9および図-10である. 

 図一9および図-10か らeはUcに より大きく変動する

が, Drc, で評価した場合Ucに よる変化は小さく, 試料

No. 1, No. 1, No. 2についてはほぼ等しいと言える. 最大・

最小間隙比はUcの 増加とともに減少していくのでeが

減少していくことは特筆すべきことではないとも言える

が, Drが ゆるやかに減少していくことは, 試料がUcの

増加とともに正のダイレタンシーを生じやすく, 単調載

荷荷重の下で高いせん断抵抗力を発揮しやすい傾向を示

しているものと考えられる. 

4. 繰 り返し載荷単純せん断試験

 地震や動荷重によって地盤は繰り返し荷重を受けるが, 

その時ダイレイタンシー現象により体積変化を起こすこ

とはよく知られている. ダイレイタンシー現象は, 同じ

土であってもDrやせん断応力の大きさにより現れ方が大

きく異なる. 前述のように土に排水条件下で静的一方向

単調載荷を行った場合, Drが大きければ(間 隙比が小さ

ければ), ダイレイタンシー現象は体積膨張となって現れ, 

Drが 小さければ(間 隙比が大きければ)体 積収縮となっ

て現れる. しかし, 土に正負両方向の繰り返しせん断応

力が作用すると, かなりDrが大きく密な砂でも圧縮の体

積変化が残留することが知られている. したがって, 繰

り返しせん断応力を受けた際の体積変化特性を把握する

ことは密な土についても重要であると言える. 

 そこで, 単純せん断試験機を用いた繰り返し載荷試験

を, 粒度分布の異なる試料についてDrを 変化させた供試

体について行うことにより, UcやDrが 体積変化特性に

与える影響について検討した. 

 繰り返し載荷単純せん断試験においては表-1, 図-1に

示す試料のうちNo. 3を除く4種類の試料を用いた. 供試

体は単調載荷試験と同様, 試料を5層 に分けウェットタ

ンピング法により作成した. 供試体に脱気水を通すこと

により飽和させた後, 有効鉛直応力98kPaで30分 間圧密

した. 載荷速度の影響が少ない砂礫を対象としたことか

ら, 載荷周期は試験の容易な長周期を選び, 0. 01Hzの正

弦波のせん断応力を排水条件で供試体上面に代表的な地

震の繰り返し回数を想定し15波加えた. 繰り返しせん断

時の有効鉛直応力はすべての場合に98kPaと した. 繰り

返し応力比R(最 大せん断応力/鉛直応力)は約0. 1, 0. 2, 

0. 3の三種類とした. 図-11にその応力波形の一例を示す. 

図-12はDr=22%で 作成した試料No. 1の供試体のせん断

ひずみと繰り返しせん断応力比の関係である. 排水条件

のため, 繰り返しせん断により徐々に発生するせん断ひ

図-9 各試料の限界間隙比

図-10 限界間隙比に対応する相対密度Dr
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ずみが減少し, 7波目から8波 目以降はほとんど発生する

せん断ひずみに変化が無くなることが分かる

 図一13は, Dr=46%で作成した試料No. 1の供試体に繰り

返し応力比R=0. 3の せん断応力を加えた試験結果を, せ

ん断ひずみに対する体積ひずみの変化として示した図で

ある. この図から繰り返し回数の増加とともにせん断ひ

ずみ振幅が減少し体積ひずみが累積していく様子がわか

る. グラフ上の白丸は, 5波 目までの過程において せん

断応力が0で ある点を示している. これより, せん断ひ

ずみと体積ひずみが発生しているのは主に載荷過程であ

って, 除荷過程でのひずみの回復は少ないことがわかる. 

これは土の塑性的な性質を反映したものと考えられる. 

 図-14(a), (b), (c)は応力比R=0. 1, 0. 2, 0.3で の繰

り返しせん断中における供試体の間隙比の推移を示して

いる. ここでは一例として試料No. 1の結果を示す. 図中

には最大 ・最小間隙比em・eiと 前述のように単調載荷

試験より決定した限界間隙比eを 示している. 応力比が

小さいとき, 沈下量は初期の間隙比eoによらずほぼ一定

となった. しかし応力比が大きくなるにっれeoに よって

体積変化に差が見られるようになる. すなわち, eoが大

きいものは大きく沈下するようになるのである. しかし

eoが小さい範囲に関しては, eoの影響は相変わらず少な

いように見える. そしてその境目はeo=eに ほぼ一致して

いることがわかる. 単調載荷試験では, 上述のようにひ

ずみの小さな範囲では粒度分布の影響は現れず, 繰り返

し載荷試験において現れたメカニズムは明らかでは現時

点では明らかではなく, 今後検討していく必要がある. 

 図-15は, この体積変化量が初期間隙比eoによりどの

ように変化するかを検討するため, せん断応力の繰り返

し回数Nを 無限大としたときの体積ひずみεを相対密度

Drに対してプロットしたものである. この図には, 応力比

0-1, 0. 2, 0. 3での結果が試料No. 1～2ま でまとめて示

されている. ここでN→∞での体積ひずみの計算には後出

の式(5)を用いている. この図から, バラツキは大きいも

のの, 試料の違いにあまりよらず, ε～Dr関係は応力比

ごとに図中の折れ線で近似できることがわかる. これよ

り, まず重要な点として, 繰り返しせん断時の体積変化

特性に与える粒度分布の影響はきわめて小さく, 相対密

度と応力比により表すことができることが分かる. また, 

応力比の小さい場合ではDrに よるεの差はきわめて小

さいことや, 応力比が大きくなるにつれDrが45%程 度よ

り小さい範囲でεが増加していくことも読み取れる. こ

の相対密度は図-10に示されるように試料No. 1～2の 限

界相対密度Dr=35～45%程度にほぼ対応していることが分

かる

 以上のような結果より筆者らは繰り返しせん断による

体積ひずみε は二つの成分を含んでいると仮定し, ε

を以下のような式で表すことを考えた. 

図-11 入力せん断応力波形

図-12 せん断ひずみと応力比の関係

図-13 せん断ひずみに対する体積ひずみ
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Ev-Eva+Evh (1)

 ここで εbはDrに 関わらず存在する砂礫の基本的な

体積減少分を表す. その大きさはeoに 依存せず 応力比

の増加により大きくなる. ε はその大きさがeに 依存

する体積減少分で 応力比が小さいときはほとんど目立

たないが 応力比が大きくなるにつれ大きくなるもので

ある. 繰り返しせん断による間隙比変化分εを このよ

うな二つの成分の重ね合わせであると考えると 繰り返

し載荷による体積変化をうまく表すことができる. すな

わち 応力比が0. 1と小さい図-14(a)では ε はほとん

ど0で あり ε=εゆとなる したがってその間隙比減少

分はeoにほとんどよらない. 応力比が0. 2である図-14(b)

ではeo>eの 範囲でε が発生し eoにより間隙比減

少量に差が生じている 応力比が0. 3である図-14(c)では

ε がさらに大きくなり 特に緩い範囲においてεが大

きくなったと考えられる また εaが生じるのはeよ

りも緩い範囲に限られる傾向が見られる すなわち 単調

載荷でのeが 繰り返し載荷における挙動の分岐点と見な

せる

 そこで以上のような考え方のもとに 限界間隙比の分

かっている砂礫の繰り返しせん断による体積減少量を評

図-14 繰り返し載荷時の間隙比の推移

図-15 最終体積ひずみと相対密度の関係

O R=0. 1 No. 1

□ A=0. 1 No. 1
e R=o. 1 No. 2

v R=0. 1 No. 2

O R=o. T No. 1

■ R=0-2 No. 1

s R=0. 2 No. 2
△ R=0. 2 No. 2

● R=0-3 No. 1

■ R=0. 3 No. 1

 R=0. 3 No. 2
▼ R=0.3 No. 2

図-16 ε由と応 力比 の関係
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価する方法を以下に検討する. 

 式(1)中のε の生じる範囲がerよ りも緩い範囲であ

るとすれば εbはeよ りも密な領域での体積減少量よ

り直接求められるはずである そこでe(1)がecよ りも小

さな供試体の体積ひずみをFvbと して繰り返し応力比に

対しプロットすると図-16の ようになる. この図より応力

比が大きくなるにつれてバラッキは大きくなるが 全体

として右上がりの傾向は明瞭に見られる また試料の違

いによる有為な差は見当たらない. よってεhを応力比R

の一次関数と仮定すると

εvh(d)=8.8R-0.44 (2)

と表せる. なお ここでR≒0-05の ときEvh=0と なるがこ

れ以下の応力比では体積ひずみはまったく生じないと仮

定することにする

 一方 ε は式(1)よ りeよ りも緩い範囲において体積

ひずみ全体からεbを 差し引くことにより求め られるこ

とが分かる. 図-17は そ のようにして求 めた ε を

(Dr-Dr)に 対 しプロットしたものである. データのバラ

ッキはかなり大きいがN0. 1～2の 粒度分布の違いによ

る系統的な変化傾向は見られない そこで応力比Rご と

に図中に示すように原点を通る直線で近似 している こ

の図より εaは初期相対密度が限界相対密度から小さく

なるほど大きくなること その増加割合は応力比の増加

と共に大きくなることが分かる. そこで その増加割合

をαとおくことによりε は次のように表すこととする

εva(%)=α(Drcr-Dr) (3)

 図-18はこの係数αの応力比Rに よる変化を示したも

のである 今回行った応力比の範囲内ではαはほぼ直線

関係により

a=0.77R-0.040 (4)

と表せるとしている. ここで式(2)と の整合を考え 評価

式の簡素化を図るため α=0でR=0.05付 近を通る直線で

近似してお りR<0. 05で は体積ひずみは全く生じないと

仮定している. 

 以上の検討から 今回用いた試料に関しては粒度分布

の違いに関わらず 試料の限界相対密度と供試体の初期

相対密度が既知であれば 応力比R=0. 1～0. 3の 範囲内に

おいて式(1)か ら(4)に よって繰 り返しせん断が加わった

際の最終的な体積ひずみを推定することができることに

なる. ところで 八木は 残留体積ひずみ ε は応力比R

の3乗 に比例 し その比例係数は有効応力と相対密度の

関数となる4)と 報告している. それに対し 今回の実験

ではRの1乗 でほぼ近似できる. この違いは 同じ単純

せん断試験ではあるが繰り返し応力比の範囲が本研究で

は0.1～0.3な のに対し 八木は0.3～0.7程 度 と大きく

異なることが主な要因と考えられる

 ところで 図-13に 示すように繰 り返しせん断の1回 目

で発生する最大せん断ひずみ振幅をγ即 と表し 各応力

比の場合について試料N0.1 No. 1 No-2 No. 2の そ

れぞれのγ即をDrに 対してプロットしたものが図-19で

ある. バ ラツキは大きいものの両者の関係は試料の違い

にあまりよらず応力比ごとに図中の折れ線で近似できそ

うである. すなわち応力比R=0. 1の 場合には γ卸は非

図-17 ε と(Dr-Dr)の 関係

R=0-1 Mo. 1

□ R=0. 1 No.1
 R=0. 1 No. 2

▽ R=0. 1 No. 2

● R=0. 2 No. 1

■R=0. 2 No. 1

e R=0. 2No. 2

v R=o. 2No. 2

● R=0. 3 No. 1

■ R=0-3-o-1

▲ R=0.3-o-2
▼ R=0.3-o2

図-18 係数 αと応力比の関係

図-19 最大せん断ひずみ振幅と応力比の関係

O R=0.1 No. 1

□ R=0.1 No. 1
0 R=0.1 No. 2

v R=0.1 No. 2

■ R=0-2 No. 1
■ R=0-2 No. 1

△ R=0-2 No. 2

▲ R=0.2 No. 2

● R=0.3 No. 1

■ R=0.3 No. 1
▲ R=0-3 No. 2

▼ R=0-3 No. 2
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常に小さくDrに対してもほぼ一定値を示す. R=0-2, 0. 3

と応力比が大きくなるに従い, γ即は大きくなるととも

にDr=40%付近を境にそれ以上ではほぼ一定であるが, そ

れ以下ではDrの減少とともに直線的に大きくなることが

分かる この傾向は図一15に示す体積ひずみの傾向とほぼ

同様であり, 図中における折れ線の折れ曲がり点はやは

り単調載荷試験から得られる限界相対密度とほぼ一致し

ている. すなわち限界間隙比あるいは限界相対密度Dr, 

はせん断ひずみあるいはせん断に伴う体積ひずみについ

ての臨界点と解釈することができるR=0. 1の場合につい

ては, Drの すべての範囲にわたって臨界点以内に収まっ

ているが, R=0. 2, 0-3についてはDr=40～45%以下の相対

密度において臨界点を超え, ひずみが増加すると考えら

れる. つまり, 砂礫をウェットタンピング法にてある密

度に調整する過程において圧密でいうところの過圧密効

果が発揮され, それによりせん断の臨界条件も変化する. 

したがってDr, を境界としてせん断ひずみ, 体積ひずみ

の発生の仕方が明確に変化するとの解釈が成り立つ. 一

方向へのせん断によるDr, (初期と塑生流動時の相対密

度の変化がゼロとなる条件により定義)と, 繰り返しせ

ん断の一定振幅載荷による体積 ・せん断ひすみの臨界点

のDrが なぜほぼ対応するかについてはさらに今後の検討

が必要であるが, 今回の一連の実験によってそのような

傾向が存在することは明らかと思われる

 さて, 最終的な体積変化は図-15に 示す通りであるが, 

その過程における繰 り返し回数Nと その時点での残留体

積ひずみ ε=⊿V/Vの 関係を知ることは, 地震のような

有限回数の繰り返しせん断応力による土の体積変化量を

評価する上で重要である. 一般にこのような現象を表現

する場合, 次式のような双曲線式がよく用いられる-

Ev=aV/V=N/(as+bSN) (5)

ここでaとbは 定数であり, このうちbはN→Oの と

きの体積ひずみ ε とb=1/ε の関係があることは式よ

り明らかである. 八木9)は 繰 り返しせん断応力による砂

の体積変化量を表現するに当たり式(5)を 次 のように変

形し, この式を用いることの妥当性を調べている

N/εv=as+bsN (6)

 本研究で得 られた試験結果の一部を式(6)の 形で示し

たものが図-20で ある. この図より, 各 プロット点は式(6)

の直線でほぼ近似できることが分か り, 本研究において

も双曲線近似の妥当性があると言える. 定数bs=1/ε に

ついてはすでに式(1)～(4)に よ り, 相対密度Drと 応力比

Rの 関数 として定式化されている そこで定数aが 試料

図-20 繰り返し回数と残留体積ひずみの関係

図-21 定数aと 相対密度の関係

o R=0. 1 No. 1

□ R=0. 1 No. 1
0 R=o. 1 No. 2
v R=0. 1 No. 2

● R=0-2 o-1

■ R=0. 2 ■o, 1
 R=o. 2 No. 2

△ R=o. 2 No. 2

● R=0. 3 No-1
■ R=0. 3 No. 1

 N=0. 3 No. 2
 R=0. 3 No. 2

図-22 定数Aと 応力比の関係

図-23 定数Bと 応力比の関係
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の均等係数Ucや 相対密度Drお よび繰り返し応力比Rに

対し, どのように変化するかを検討した. 

 図-21は全試料, 全応力比における式(5)中の定数aを

相対密度に対してプロットしたものである. データのバ

ラツキは大きいが 定数aの 値はRの 増加に伴い小さく

なり, 相対密度が大きくなるにつれて緩やかに増加する. 

今回用いた試料の均等係数の範囲内では試料の違いによ

る有意な差は見出せず, 砂礫の沈下特性は少なくとも

R=0. 3ま での応力比の範囲では粒度分布の違いに関わら

ず相対密度により統一的に評価できると言えそうである. 

そこで各応力比でaを 相対密度Drの一次関数と近似する

とaは 以下の式で表せる. 

as=A+B(Dr(%)) (7)

 ここで定数A, Bは 応 力比Rの 関数となる 図一22, 23

はこの定数A, BをRに 対 してプロットしたものである. 

図-22よ り図-21に お ける直線の切片である定数Aは

R=0. 2と0. 3の ときではほぼ等しく, R=0. 1で は急激に増

加したため, Rの 指数関数で近似するとAは, 

A=4lexp(-(R-0.1)/0.028) (8)

と表せる. 

 また図一23より図一21における直線の傾きである定数B

は, バラツキはあるものの直線で近似することが可能と

思われ, その場合定数Bは, 

B=0.038-0.084R (9)

と表すことができる. 

 以上の検討より繰り返し回数Nと 残留体積ひずみεの

関係を繰り返し応力比0.1か ら0.3の 範囲内で相対密度

Drをパラメータとして表すことができた. 

以上の結果を組み合わせると任意の相対密度と任意の

応力比・繰り返し回数の一定振幅せん断応力を受けた砂

礫の沈下ひずみεvの評価式を導ける. すなわち, 

(R>0.05) (10)

ただしN→dで の体積圧縮ひずみの収束値ε は

⊥=εve(%)

{(0.77R-0.040)(Drcr-Dr)}+(8.SR-0.44(Il)

となる. この式は少なくともUc=1. 7～13程度の均等係数

の砂礫について繰り返し応力比R=0～0. 3の範囲で成り立

っと考えられるが, あくまで今回の限られた条件の中で

の評価式であり, 実地盤への適用性を増していくために

は今後の更なるデータの集積が必要である

5. 結論

 SGI型 単純せん断試験機を用いて粒度分布の異なる砂

礫試料を対象に, 排水条件下での単調載荷および繰り返

し載荷による体積変化特性を調べた 鉛直拘束圧98kPa
一定の下での試験の結果, 以下のような知見が得られた. 

(1)単調載荷試験で求められる限界間隙比(せん断前後で

の体積変化がゼロである間隙比)は砂礫の均等係数によ

り大きく変化するが, 相対密度で評価すると均等係数に

よる変化は小さくなる. しかし同一相対密度であっても, 

最大粒径が大きく均等係数の大きな試料ほど正のダイレ

イタンシーを生じやすい傾向が見られる

(2)繰り返しせん断時の体積ひずみは砂礫の粒度分布に

ほとんど依存せず, 相対密度と応力比(せん断応力振幅/

鉛直応力)により表される. 

(3)繰り返しせん断による体積ひずみと相対密度のプロ

ットは折れ線関係となり, 折れ曲がり点より低い相対密

度においては体積ひずみが大きいが, それより密な側で

は体積ひずみは小さい. 

(4)上記の折れ曲がり点は単調載荷試験での限界間隙比

にほぼ対応している. つまり, 限界間隙比より締まった

砂礫は繰り返しせん断を受けても大きな体積収縮を生じ

ることはない. また, 限界間隙比はせん断ひずみやそれ

に伴う体積ひずみについての臨界点と解釈できる. 

(5)以上により, 限界間隙比に対応した限界相対密度を導

入し, 繰り返しせん断時の体積ひずみを相対密度, 繰り

返し応力比, 繰り返し回数をパラメータとして評価する

実験式を導いた. 

 本研究で導かれた結果はあくまで非常に限られた条件

の下で得られたものであり, 実地盤への適用性を増して

いくためには大型実験などによるデータの積み重ねが必

要である. また, 現象のメカニズムも今後明らかにして

いく必要がある. しかし, 限界間隙比より密に締め固め

た砂礫は繰り返し載荷によっても大きな沈下を生じにく

いことは現場にもあてはまる重要な知見と考えられる. 
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VOLUME CHANGE CHARACTERISTICS OF GRAVELLY SANDS 
 BY MEANS OF MONOTONIC AND CYCLIC SHEAR TEST 

Ippei IWAMOTO, Takaji KOKUSHO and Takatsuna NAKANO

 Monotonic and cyclic shear tests are carried out to study volume change characteristics of gravelly sands. 

In monotomc tests, the relative density of gravelly sands corresponding the critical void ratio ecr decreases 

with the increase of uniformity coefficient Uc, indicating that positive dilatancy is more dominant for 

gravelly soils with larger Uc. On the other hand, volume reduction of gravelly sands under cyclic loading, 

which is almost independent of Uc, depends greatly on whether initial void ratio is larger than ear 

determined in monotomc loading. An empirical equation for the volumetric strain of gravelly sands is 

proposed considering the effects of Dr, cyclic stress ratio and the number of cyclic loading. 
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